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 人口知能（AI）、６G、量子技術など、今日の先端技術の発展は目覚ましいスピードで進ん

でいますが、その実用化や普及は企業の国際的な技術連携によって支えられてきました。他

方で、中国の台頭を背景として、米国は安全保障の観点から輸出管理や投資規制を強化し、

他の先進国もこれに追随する姿勢を示し始めています。今後のさらなる技術発展に向けて

国際的な協力と分断が併存する状況が続く中で、企業はどのような政策選好を示している

のでしょうか。 

 

1．国際的な技術連携の拡大 

 

 まず、先進国の中でも世界最大の研究開発投資国である米国を中心として、国際的な技術

連携がいかに拡大してきたかを見てみましょう。  

企業間の国境を越えた技術提携には、特許やノウハウなどの利用や供与、共同研究、資本

提携など様々な形態があり、公開しない形で行われるものも多いため、その全貌を一元的に

捉えることはできませんが、その一端を見る指標として技術貿易額があります。技術輸出は、

対価を受け取って、外国にある企業や個人に特許や実用新案などの使用の許諾、権利の譲渡、

技術上のノウハウ提供を行うことを意味します。逆に技術輸入は、対価を支払って、外国に

ある企業や個人から権利を受け取ることを指します。ここで、米商務省経済分析局(Bureau 

of Economic Analysis：BEA)の統計を用いて米国の主要国からの知的財産使用料の受取額

の推移を見てみると、2000 年代以降、その規模は急速に拡大しており、中でも中国からの

知財収入が激増していることが見て取れます（図１、参照）。また、経済協力開発機構

（Organisation for Economic Co-operation and Development：OECD）が公表している国際

共同出願に関するデータから、企業や研究機関同士の共同研究の規模を知ることができま

す。米国と他の主要国との共同研究の推移を見てみると、その件数は 2000年以降大幅に増

加しており、特に中国と米国との共同研究が急増していることがわかります（図２、参照）。 
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図１ 米国の主要相手国からの知的財産使用料受取額の推移（1999～2024年） 

 

出所：米商務省経済分析局統計（BEA）の国際収支統計における “Exports of Charges for the use of 

intellectual property n.i.e.”に基づいて筆者作成（単位：100 万ドル） 

 

図２ 米国と主要国との共同発明特許件数の推移（1999–2022年） 

 

出所：OECD Patent Statistics Database（Patent applications, WIPO, Fractional counts, Priority 

year）に基づき、筆者作成 
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米国政府は、1980 年代以降、中国を世界経済に取り込むことによって市場経済化や制度

改革を促す「関与政策」を進めてきました。2000 年代に入ると、中国の脅威的な経済発展

に対する懸念が米政権内に広がったものの、対話によって中国を自由主義経済に引き込む

という方針自体は維持されていました。経済のグローバル化を背景として、米国企業は中国

を含む海外企業との共同研究や技術提携を積極的に拡大し、米国政府もこのような国際的

な技術提携を後押ししてきたのです。しかしながら次で述べるように 2018年以降、米国政

府は技術の輸出管理と投資規制を厳格化させたため、それまで国際的な技術提携を進めて

きた企業を取り巻く環境は、大きく変化することとなりました。 

 

2．米国における輸出管理・投資規制 

 

 第一次米トランプ政権（当時）が中国に対する追加関税を発動した 2018年、米国では米

国の先端技術の海外流出を防ぐための中核となる二つの法律、「外国投資リスク審査現代化

法（Foreign Investment Risk Review Modernization Act of 2018：FIRRMA）」と「輸出管

理改革法（Export Control Reform Act：ECRA）」が成立しました。FIRRMAは、それまでは

外国企業による米国企業の買収を審査する機関であった対米外国投資委員会（The 

Committee on Foreign Investments in the United States：CFIUS）に対して、米国企業に

対する外国からの投資を審査する権限を大幅に拡大し、外国資本が投資活動を通じて米国

の技術を獲得することを防ぐ法律です。ECRA は、米国による輸出管理政策を根拠づける法

律であり、輸出規制の対象を「新興技術（Emerging Technologies）」と「基盤的技術

(Foundational Technologies) 」に広げ、製品のみならず技術も規制しています。ECRA の

下位規則である「輸出管理規則」には、軍事転用のリスクがあるデュアルユース品のリスト

や、米国の安全保障および外交上の利益に反する個人や団体名のリスト（エンティティ・リ

スト）が掲載され、これらに該当する品目や個人を対象とする技術輸出が厳しく制限される

こととなりました。 

 これらの新法は全ての海外諸国を規制対象とするものですが、中国の技術覇権への強い

警戒に基づいて制定されたものであり、実際にその後の運用は、中国への輸出や中国企業に

よる投資に対するものに集中しました。また CFIUS は、半導体、通信技術、AI などに関わ

る投資案件を広く審査対象とし、中国企業による買収計画が中止に追いやられるケースが

相次ぎました。次のバイデン政権（当時）においても、投資と貿易の両面から規制を厳格化

することによって、中国の技術覇権の阻止を目指す方針はそのまま受け継がれました。先端

技術分野の中でも特に、最先端の半導体やその製造装置の対中輸出を事実上禁止する包括

的な規制を導入し、また、中国からの投資のみならず米国企業の中国に対する投資も規制対

象とするなど、技術流出の防止に努めました。 

 この結果、米国企業は、外国企業との間で研究開発や技術移転、資本提携を行う際には、

投資審査の可能性や輸出許可の可否を逐一検討する必要が生じ、これまでのように経済的
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利益や技術革新の観点だけから国際的な技術提携を行うことができなくなりました。また、

先述のように ECRAは「新興技術」と「基盤的技術」を特定して輸出管理を行うよう求めて

います。前者は、発展途上の技術において米国の安全保障において重要なもの、後者は、既

に幅広く実用化されたもので安全保障上重要なものを指しますが、具体的にどの技術を指

すのか、範囲は定まっていません。このため、米国企業は研究開発や国際的な技術連携を計

画するにあたって、非常に見通しを立てにくい状況に追いやられてしまいました。 

 このような米政府の輸出・投資の規制強化に対して、中国を販売、生産、研究開発の拠点

としている様々な産業に属する企業が、強い反発を示しました。これらの企業は、国家安全

保障上の規制の必要性は認めつつも、過度に広い範囲の技術輸出や投資を規制することは

米国企業の競争力を損なうと主張しました。例えば、2018 年 11月、米商務省の産業安全保

障局（Bureau of Industry and Security：BIS）が、「新興技術」に該当する技術を特定す

るためにパブリックコメントの募集を行った際には、産業団体、大学、研究期間、企業など

から 200を超える意見が提出されました。その大半が、定義が曖昧な「新興技術」というカ

テゴリーを設けて、それに該当し得る技術のすべてを規制対象とすることは米国の国際競

争力の喪失につながると主張しています。その後も産業界からの反発が続いたため、米政府

は、「新興技術」に該当する技術を包括的に規制するという方針を改め、個別の具体的な技

術ごとに規制の是非を検討する作業を繰り返しています。また、「基盤的技術」のあり方に

ついては米政府内ですら意見がまとまらず、2020 年にその定義に関するパブリックコメン

トの募集が行われましたが、新興技術の場合と同様に、産業界を中心に、過度な規制を避け

るよう求める意見が多く寄せられました。今日に至るまで、米政府による新興技術および基

盤的技術の特定は行われていません。 

  

３. 多国間制度の要請 

 

海外市場への依存が強い産業界が、輸出や投資に関する規制に対してその緩和を政府に

求めること自体は珍しいことではありません。近年の動きとして注目されるのは、米国の産

業界が、国家の安全保障上の理由から規制を強める必要性を認め、その規制を多国間制度と

して実施することを求めている点です。米国だけが輸出・投資規制を強め、他の先進諸国が

従来通りの輸出入や投資を行う状況は、米国企業にとって不利であるためです。特に先端技

術分野の企業は、外国で容易に入手できる技術について米国だけ規制を強めることは米国

の技術革新の妨げになると警戒を強めています。 

輸出管理に関する多国間制度の中でも汎用品やその技術の輸出管理に関する多国間制度

として「通常兵器及び関連汎用品・技術の輸出管理に関するワッセナー・アレンジメント

（The Wassenaar Arrangement on Export Controls for Conventional Arms and Dual-Use 

Goods and Technologies）」があります。参加国（2026 年現在、42カ国）の合意に基づき、

規制対象となる軍用品および汎用品のリストを公表していますが、その拘束力は弱く、リス

https://www.regulations.gov/document/BIS-2018-0024-0001
https://www.regulations.gov/docket/BIS-2020-0029
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トに基づいて輸出規制を行うかどうかの最終的な判断は、各国の裁量に委ねられています。

従来、米国を含む各参加国はこのワッセナー・アレンジメントに基づいて自国内の輸出規制

を行ってきましたが、前述のように中国の台頭を受けて、米国は、一方的に自国の輸出規制

を強化する方針に改めました。これに対して米国の産業界は、新たな規制を設けるのであれ

ばワッセナー・アレンジメントを通した参加国で共通の基準とすべきと主張しました。 

しかしながら、ワッセナー・アレンジメントにおけるリストの更新は全会一致で行われる

ため時間がかかることに加えて、近年はロシアと他の加盟国との対立によって合意形成が

ますます難しくなっています。このため、米国の産業界は、ワッセナー・アレンジメントと

は別に、有志国（米、欧、日など）の間で新たな技術分野に関する規制の調和を進める枠組

みの構築を主張しています。例えば、中国で事業を展開する 250社以上の米企業が加盟する

米中ビジネス評議会（The US-China Business Council：USCBC）は、ECRAに基づいて輸出

管理に関する規則の策定や運用を行う BIS に対して、有志国との間で共通の基準や手続を

定めた多国間の輸出管理制度を構築するよう求めています。そして、輸出管理の対象は民生

用途に広く及ぶ包括的な規制ではなく、特定可能な軍事エンドユーザーやエンドユース（輸

出された製品や技術を最終的に受け取る主体やその用途）に限定すべきであり、具体的なリ

スト構築の際には事前に産業界との協議の場を設けるべきと主張しています。また、米国半

導体工業会（Semiconductor Industry Association：SIA）は半導体や半導体製造装置につ

いて、米国で規制対象となる技術範囲、性能基準、規制時期などの細かな点に至るまで、同

一の基準が日本やオランダなどの主要な供給国についても導入されるべきと主張していま

す。そして、米国だけが規制を強化することは米国企業の売り上げの減少に結びつき、長期

的には技術競争力を失い中国の国産化を加速化させることにつながるという警告を繰り返

しています。 

以上のような国内企業の要請を背景として、米国政府は有志国の間で輸出管理に関する

制度調和を進めてきました。前述のように 2022年にバイデン政権（当時）の下で中国向け

の先端半導体・製造装置の包括的な規制が米国で導入された後、米政府は同志国に同調を強

く求めました。この結果、日本とオランダは先端半導体製造装置を輸出管理の対象とする措

置を講じました。また 2024 年 9 月には、BIS が量子技術や半導体などの重要技術の輸出管

理について新たな規則を発表すると共に、米国と同等の管理措置を講じている有志国に向

けて規制対象の技術を輸出・再輸出する場合には、BISからの輸出許可の事前取得を例外的

に免除する制度（許可例外適用輸出管理）を導入しました。対象国は、日本、イギリス、イ

タリア、フランス、ドイツ、スペイン、オーストラリア、カナダの 8カ国となっています。 

 

４．米欧の産業界の対話 

 

米国は、自国と同等の輸出管理制度を設置するよう有志国に求めることによって技術移

転を円滑にしようとしており、有志国の間で共通の制度を求める産業界の要請に応えたも

https://www.regulations.gov/document/BIS-2018-0024-0001
https://www.uschina.org/wp-content/uploads/2019/01/2019.pdf
https://www.semiconductors.org/wp-content/uploads/2024/07/SIA-Comments-to-BIS-on-Advanced-Computing-IFR.pdf
https://www.semiconductors.org/wp-content/uploads/2024/07/SIA-Comments-to-BIS-on-Advanced-Computing-IFR.pdf
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のと見ることができます。しかしながら、この制度調和は厳しい輸出管理を行う米国の基準

に他国が合わせる形であり、米国企業に有利な形で輸出管理が進められる可能性を警戒す

る声が欧州の産業界を中心に広がっています。また、米国の厳しい法制度に揃える形で有志

国が同一の基準の下で技術を囲い込むことは、結果的には技術革新において中国に遅れを

とりかねないという意見が、欧州のみならず米国の産業界からも出ています。 

この中で、2021年の米 EU首脳会談で設立が合意された米 EU貿易技術評議会(EU-US Trade 

and Technology Council: TTC)は、米国と欧州の産業界の対話が進む好機となりました。こ

の TTC は貿易、経済、技術に関する米欧の政策連携を目的としており、2024 年 4 月までの

間に計 6回の閣僚級会合が開催され様々な課題に関する議論が行われました。TTC自体は政

府主導の協力枠組みですが、その会合の開催に向けて、米国と欧州の様々な企業や企業団体

がコメントペーパーや共同提言の公表を重ねています。ここで留意すべき点は、これらの米

欧の産業界が、輸出管理について多国間制度の構築を求めるにとどまらず、有志国の間で技

術連携を進めやすい環境を整えることに積極的になっていることです。例えば、情報技術産

業を代表する米国情報技術産業協議会（Information Technology Industry Council：ITI）

やデジタル・ヨーロッパ（Digital Europe）は、AI、6G、量子技術といった新興技術につい

て、米欧で確立した標準を相互承認するという従来の方法ではなく、標準が確立する前の段

階で協議し研究協力を進めること、そしてそこで得られた標準を、中国を含む多数の国の政

府や企業が参加する開かれた場を通じて国際標準として確立させることが重要と述べてい

ます。また、欧州諸国の代表的な経営者団体から成るビジネス・ヨーロッパ（旧欧州産業連

盟）と米国最大の経済団体である、全米商工会議所（U.S. Chamber of Commerce：USCC）も、

TTC に対する共同提言において、AI その他の新興技術の技術規格や安全基準を共同で構築

すること、適合性評価の相互運用や簡素化などを呼びかけています。 

 

おわりに 

 

 従来、輸出管理は安全保障政策の一環として位置づけられ、その制度設計や運用は政府が

担うものと考えられてきました。企業は規制対象となる製品や技術を輸出入する主体であ

るものの、基本的には政府が定める規制に従う立場にありました。このため、これまでの研

究の多くが、輸出管理や関連する国際制度は主要国の安全保障あるいは経済上の利害関係

から説明していました。しかしながら、世界市場が米中間で分断されるという新しい局面を

迎えた今日、さらなる技術革新を目指す企業は、輸出管理と技術連携を結びつける形で新た

な制度設計を行うことに積極的になっています。これらの企業が、この分野における国内規

制の調和や新たな国際制度の制定を先導する場面が、今後、増えていくことが予想されます。 

 

＊本稿は JSPS科研費 24K04767の助成を受けたものです。 

https://cdn.digitaleurope.org/uploads/2023/04/Tech7-Joint-Statement_final.pdf
https://cdn.digitaleurope.org/uploads/2023/04/Tech7-Joint-Statement_final.pdf
https://www.uschamber.com/assets/documents/US-Chamber-BusinessEurope-Joint-Statement-TTC4.pdf



